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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自 平成16年 
７月１日 

至 平成16年 
12月31日 

自 平成17年 
７月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
７月１日 

至 平成18年 
12月31日 

自 平成16年 
７月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成17年 
７月１日 

至 平成18年 
６月30日 

売上高 （千円） 1,654,418 1,488,033 1,247,642 3,180,357 2,856,422 

経常損失 （千円） 414,585 387,562 102,281 591,139 570,174 

中間（当期）純利益又は純

損失（△） 
（千円） △453,319 △400,932 91,984 △1,754,323 △706,216 

純資産額 （千円） 3,993,846 2,592,602 2,448,968 2,863,540 2,255,139 

総資産額 （千円） 4,488,693 3,204,866 3,108,493 3,405,061 2,918,865 

１株当たり純資産額 （円） 50,216.21 32,475.32 30,673.99 36,004.43 28,248.21 

１株当たり中間（当期）純

利益又は純損失（△） 
（円） △5,727.57 △5,030.65 1,152.22 △22,112.02 △8,853.71 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 89.0 80.9 78.8 84.1 77.26 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △329,800 28,696 26,681 △518,840 69,315 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △64,497 △39,315 175,708 △19,680 △40,498 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 128,000 31,334 － 120,507 31,334 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 1,089,804 966,624 1,220,184 935,547 1,005,404 

従業員数 （人） 161 166 140 171 155 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第11期までは中間（当期）純損失が計上さ

れているため、また、第12期中は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 従業員数は、使用人兼務役員を除く就業人員数を表示しております。 

４ 第11期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自 平成16年 
７月１日 

至 平成16年 
12月31日 

自 平成17年 
７月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
７月１日 

至 平成18年 
12月31日 

自 平成16年 
７月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成17年 
７月１日 

至 平成18年 
６月30日 

売上高 （千円） 170,194 188,846 105,133 345,608 319,660 

経常損失 （千円） 157,801 96,369 76,675 281,027 248,824 

中間（当期）純利益又は純

損失（△） 
（千円） △162,322 △95,339 122,986 △422,410 △271,731 

資本金 （千円） 3,839,816 3,856,151 3,856,151 3,839,816 3,856,151 

発行済株式総数 （株） 79,533 79,833 79,833 79,533 79,833 

純資産額 （千円） 5,857,719 5,561,733 5,571,578 5,624,853 5,383,907 

総資産額 （千円） 5,952,946 5,648,945 5,667,152 5,819,752 5,454,211 

１株当たり純資産額 （円） 73,651.44 69,667.09 69,788.26 70,723.51 67,439.63 

１株当たり中間（当期）純

利益又は純損失（△） 
（円） △2,050.90 △1,196.26 1,540.55 △5,324.19 △3,406.65 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 98.4 98.5 98.3 96.7 98.7 

従業員数 （人） 20 29 15 27 28 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

 当中間連結会計期間末における事業の系統図は次のとおりであります。 

 当社グループは、日本、韓国、米国及び欧州に拠点を置き、グローバルな展開を行っております。㈱セラーテムテ

クノロジー、Celartem,Inc.が基礎技術及び製品の開発を行うとともに、日本、アジア、米国、欧州それぞれの市場

の顧客ニーズに応じたローカライズを行い、販売及びサポート活動を展開しております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 当社グループは単一セグメントであり事業の種類別セグメントを記載していないため、所在地別の従業員数を示

すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。  

        ２ 当中間会計期間において組織変更に伴う希望退職制度の応募等があったため、前事業年度に比べ就業人員は

減少しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社及び連結子会社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年12月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

日本 7 

韓国 8 

米国 119 

英国 6 

合計 140 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 15 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業活動を中心とした底堅い動きがみられ、景気拡大期間として戦後

最長記録を更新するなど、総じて順調に推移しました。一方、米国経済は、家計部門や住宅部門では堅調な動きを維

持するものの、企業の景況感はわずかに弱まるなど、全般的には減速基調がみられました。 

 当中間連結会計期間におきましては、単体の売上高は概ね当初の予想通りに推移した一方で、販管費は人員削減や

諸経費の見直しを行った結果、当初の予測を上回って削減されました。円安による米国製品の仕入コストは上昇した

ものの、徹底した経費削減が功を奏し、経常利益は当初計画に比べて大幅に改善されました。また、投資先でありま

す株式会社リミックス・ポイントが東証マザーズに上場したことに伴い、当社が保有する同社株式のうちの一部を売

却し、投資有価証券売却益を特別利益として計上いたしました。 

 連結業績に関しましては、欧米における最大事業であるフォント管理分野において、米国アップル社の製品仕様変

更に伴うコーポレート顧客の買い渋りを当初から見込んでいたものの、欧州等では予想を上回る売上減少がみられま

した。しかし、米国におけるGIS（地理情報システム）事業が予想を上回ったこと、ならびに予想以上に円安が進行

したことにより、連結売上としては当初計画を上回る結果となりました。また、事業年度当初の経営方針の一つであ

る「外部環境の変化に対する対応力の強化」を徹底した結果、フォント事業の予想を上回る売上減少に対応した経費

コントロールが実現でき、連結経常損益は改善いたしました。中間純利益に関しましては、前述のとおり、投資有価

証券売却益により最終黒字となりました。 

 以上の結果、当社グループの連結業績は、売上高が1,247百万円（対前年同期比16.2％減）、営業損失が115百万円

（前年同期419百万円）、経常損失が102百万円（前年同期387百万円）及び中間純利益が91百万円（前年同期400百万

円の損失）となりました。また、当社単体での業績は、売上高が105百万円（対前年同期比44.3％減）、営業損失が

172百万円（前年同期208百万円）、経常損失が76百万円（前年同期96百万円）及び中間純利益が122百万円（前年同

期95百万円の損失）となりました。 

 また、所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。  

①日本 

 当期から経営執行体制を革新し、人員削減を中心とした組織の再編成、ソリューションを中心とした製品戦略の見

直しを行ってまいりました。その結果、当中間連結会計期間において売上高は85百万円（前中間連結会計期間比

41.0％減）となりましたが、営業損失は139百万円（前中間連結会計期間は営業損失196百万円）と改善しておりま

す。  

②北米  

 上述の通り米国子会社の売上高は減少いたしましたが、それを上回る経費節減効果が発生しました。その結果、当

中間連結会計期間では、セグメント間の内部売上高を含めて売上高は1,161百万円（前中間連結会計期間比12.7％

減）となりましたが、営業利益は108百万円（前中間連結会計期間は226百万円の営業損失）と改善しております。  

③欧州 

 従来から英国の支店及び子会社は欧州市場に対する販売促進活動のみを行っており、欧州市場に対する製品の販売

は北米子会社のCelartem,Incが直接行っております。当期においては、従来より英国にあった子会社と支店を統合

し、新たにCelartem Europe Ltd.を設立いたしました。これに伴い、セグメント間の内部取引の見直しを進めており

ます。 

 そのため、当中間連結会計期間においては、米国子会社との取引であるセグメント間の内部売上を計上しておら

ず、売上高はありません（前中間連結会計期間比100％減）。それにより営業損失は98百万円（前中間連結会計期間

は1百万円の営業利益）となりました。  

④アジア  

 韓国支店における受注が予測を下回り、当中間連結会計期間においては、売上高は19百万円（前中間連結会計期間

比55.2％減）になりました。売上高の減少を受け、営業損失も32百万円（前中間連結会計期間は営業損失11百万円）

となっております。  



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末よりも214百万円増加し、1,220百万円と

なりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は26百万円（前年同期28百万円）となりました。 

 主な要因は、税金等調整前中間純利益97百万円、減価償却費91百万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は、175百万円（前年同期39百万円の使用）となりました。 

 主な要因は、投資有価証券の売却による収入206百万円、有形固定資産の取得による支出27百万円等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得・使用した資金はありません。（前年同期31百万円の獲得） 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループの業務はソフトウェア事業であり、生産に該当する事項はありません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況は次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他の項目については、受注生産を行っていないため記載しておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を項目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

システムインテグレーション 41,706 △27.1 43,885 0.0 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア販売 1,187,970 △15.7 

ロイヤリティ収入 17,965 12.7 

コンテンツ販売 － △100.0 

システムインテグレーション 41,706 △33.4 

合計 1,247,642 △16.2 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

Ingram Micro, Inc. 210,512 14.1 176,863 14.2 



３【対処すべき課題】 

① 日本における営業基盤の確立  

  日本の事業部門においてはいまだ売上高が不十分であり黒字化に至っておらず、早急に強固な営業基盤を固める必

要があります。そのためには、引続き徹底した採算重視の経営を行い、黒字体質への転換を図っていきます。 

② 米国子会社の黒字化の定着 

  収益力の中核をなす米国子会社においては、無駄な経費を省き効率的な運営を行うことにより、業界環境の予想外

の変動に影響されにくい体質を構築し、市場での強力なプレゼンスを保持し利益の確保が見えてきているフォント管

理、デジタル資産管理(DAM)および地理情報システム(GIS)の3分野に経営資源を集中し、黒字の定着と収益の拡大を

着実なものとするように努めます。  

③ DjVu分野の対策 

 従来成長戦略の中核としてきたデジタル文書圧縮配信(DjVu)事業についてはいまだに全世界的な規模では立ち上が

ってきておらず、これまでとってきた広範な商品化・拡販のアプローチを一旦縮小いたしました。韓国において成功

してきたソリューション中心の事業モデルに特化して事業の足場を固めてまいります。 

④ 真のグローバル経営の実現 

 当社グループは、日本に本社を置いておりますが、全世界を対象にビジネスを行っております。より有効でバラン

スのとれた経営資源の配分を行い、最大限の収益を生み出すために、グローバル経営を実現したいと考えています。

⑤ 成長に向けての事業展開の推進 

 短期的な課題はまだ残されておりますが、上述の中長期的な経営戦略を実施するため、より積極的に事業機会と成

長機会を追求してまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 (1) 当社グループ開発技術の概要 

 当社グループは以下の４種の強力なコア技術を中核として開発活動を進めています。 

    (a)PixelLive: 画像を劣化させることなく拡大縮小が可能な画像フォーマット技術 

    (b)PixelSafe: デジタル画像コンテンツを安全かつ円滑に配信させるためのセキュリティ配信管理技術 

    (c)MrSID: 画像を劣化させることなく高圧縮し効率的に配信する技術 

    (d)DjVu: 画像も含むカラーデジタル文書を高圧縮し効率的に配信する技術 

  当社グループは日米の技術陣を横断的に活用し、これらコア技術の一層の強化改善を図ると共に、これら技術を活用し

たアプリケーションソフトの開発も行っております。 

 (2) 現在までの開発実績 

   当社グループは、デジタルコンテンツに関する制作・管理・配信といった分野において、現在までに次のとおり製品

を開発してきました。当中間連結会計期間の研究開発費の総額は267百万円であります。 

 当社の事業分野と製品系統図は以下のとおりです。 

   (3) 当社の開発活動 

  当社グループが属する業界は技術の進歩が早いため、競合他社に先行する製品開発が必要であります。当社グループと

しては、上記各製品のバージョンアップを通じて各機能の高度化を目指すと共に、マーケットの動向を常時注視し、時代

のニーズに合った製品を適時に投入して行く方針です。また、ボーダレスの業界環境の中で、事業をグローバルに進めて

いくためには広く世界中から優秀な人材と迅速かつ有益な情報を得ることが重要であると考えております。そのために、

今後もグループ間の技術の統合や情報の共有を推進すると共に、高度な開発能力や情報力を有する企業との提携等を積極

的に行ってゆくこととしています。 

  コンテンツ制作 コンテンツ・管理 コンテンツ配信  

 アプリケーション 

 DocExpress 

 GeoExpress 

 IDK 

  

  

  Portfolio 

  Suitcase 

  Express Server   

  SPiD 

  DjVu Server 

  DocExpress 

  GeoExpress 

  Express Server  

  Portfolio NetPublish 

  eXaScope   

 技術   

 PixelLive 

 MrSID 

 PixelSafe 

 DjVu 

  PixelLive 

  MrSID 

  PixelSafe 

  

  PixelLive   

  MrSID   

  PixelSafe 

  DjVu     



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会計

期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在」欄の発行数には、平成19年３月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行されたもの

は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 280,000 

計 280,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

（平成18年12月31日） 

提出日現在 
発行数(株) 

（平成19年３月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 79,833 79,833 

大阪証券取引所ニッポ

ン・ニュー・マーケッ

ト「ヘラクレス」 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 79,833 79,833 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成14年９月25日定時株主総会決議（第１回ストックオプション） 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個）  120 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  － 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  120 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 838,807 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年10月１日 

至 平成21年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    838,807 

資本組入額   419,404 
同左 

新株予約権の行使の条件 

当社及び当社子会社の取締役、監査

役、従業員及び受入出向社員であるこ

と。ただし、以下の場合はこの限りで

はない。 

①新株予約権行使時において、当社及

び当社子会社の取締役もしくは監査

役であったものがその地位を喪失し

ている場合。 

②新株予約権行使時において、当社及

び当社子会社の従業員もしくは受入

出向社員であったものが定年退職そ

の他正当な理由によりその地位を喪

失している場合。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の質入その他担保の提供、

相続は認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項  － 同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
 －  同左 



  

平成17年９月29日定時株主総会決議 平成18年１月26日発行（第２回ストックオプション） 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 1,515   同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －   同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,515   同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 164,142  同左 

新株予約権の行使期間 

自 平成18年９月30日 

至 平成22年９月29日 

（ただし下記(3)の制限による） 

 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    164,142 

資本組入額    82,071 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利行使について、新株予約権者の

うち、当社及び当社子会社の取締

役、監査役及び従業員は、権利行使

の時まで引き続き当社及び当社子会

社の取締役、監査役又は従業員の地

位にあることを要する。新株予約権

者のうち、社外協力者については、

権利行使の時においても当社又は当

社子会社の社外協力者であることを

要する。 

(2）(1)の規定にかかわらず、新株予約

権者が権利行使期間中に死亡したこ

とにより、当社及び当社子会社の取

締役、監査役若しくは従業員又は社

外協力者の地位を喪失したときは、

死亡の日から６ヶ月以内（権利行使

期間中に限る）は、その相続人にお

いて新株予約権を行使することがで

きる。 

(3）新株予約権者は、割当てられた予約

権の総個数の３分の１以下について

は平成18年９月30日以降上記権利行

使期間満了まで、３分の２以下につ

いては平成19年９月30日以降上記権

利行使期間満了まで、全部について

は平成20年９月30日以降上記権利行

使期間満了までの間に権利行使がで

きるものとする。 

(4）取締役及び監査役は、当社の第11期

（平成17年７月１日から平成18年６

月30日まで）の連結税引後純利益が

正である場合に限り、権利行使がで

きるものとする。 

(5）その他については、第10回定時株主

総会および新株予約権発行の取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定める。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の質入その他担保の提供、相

続は認めない。 
 同左 

代用払込みに関する事項  －  同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
 －   同左 



平成17年９月29日定時株主総会決議 平成18年７月１日発行（第３回ストックオプション） 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 150 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －  同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  150 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 62,148 同左 

新株予約権の行使期間 

自 平成18年９月30日 

至 平成22年９月29日 

（ただし下記(3)の制限による） 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     62,148 

資本組入額    31,074 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利行使について、新株予約権者の

うち、当社及び当社子会社の取締

役、監査役及び従業員は、権利行使

の時まで引き続き当社及び当社子会

社の取締役、監査役又は従業員の地

位にあることを要する。新株予約権

者のうち、社外協力者については、

権利行使の時においても当社又は当

社子会社の社外協力者であることを

要する。 

(2）(1)の規定にかかわらず、新株予約

権者が権利行使期間中に死亡したこ

とにより、当社及び当社子会社の取

締役、監査役若しくは従業員又は社

外協力者の地位を喪失したときは、

死亡の日から６ヶ月以内（権利行使

期間中に限る）は、その相続人にお

いて新株予約権を行使することがで

きる。 

(3）新株予約権者は、割当てられた予約

権の総個数の３分の１以下について

は平成18年９月30日以降上記権利行

使期間満了まで、３分の２以下につ

いては平成19年９月30日以降上記権

利行使期間満了まで、全部について

は平成20年９月30日以降上記権利行

使期間満了までの間に権利行使がで

きるものとする。 

(4）取締役及び監査役は、当社の第11期

（平成17年７月１日から平成18年６

月30日まで）の連結税引後純利益が

正である場合に限り、権利行使がで

きるものとする。 

(5）その他については、第10回定時株主

総会および新株予約権発行の取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定める。 

  

  

  

同左 

  

  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の質入その他担保の提供、相

続は認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項  － 同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
 －  同左 



 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整する。 

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、新株予約権行使時の払込金額は、次の算式

により払込金額を調整し、調整による１円未満の端数を切り上げる。 

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数を切り上げる。 

(3) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割（又は併合）の比率

  

既発行株式数＋

新規発行（又は処分）

株式数 
×
１株あたりの

払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
新規発行前（又は処分前）の株価 

既発行株式数＋新規発行（又は処分）株式数 

年月日 

発行済株式総
数増減数 
（株） 

  

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年12月31日 － 79,833 － 3,856,151 － 3,414,351 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

日本写真印刷株式会社 京都府京都市中京区壬生花井町３ 2,808 3.5 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４‐６ 2,388 3.0 

株式会社小松製作所 東京都港区赤坂２丁目３‐６ 1,000 1.3 

ナルネットコミュニケーション

ズ 

愛知県名古屋市中区錦２丁目２-13  

名古屋センタービル４Ｆ４ 
675 0.8 

メロン バンク エービーエヌ 

アムロ グローバル カストデ

ィ エヌ ブイ 

（常任代理人 香港上海銀行 

東京支店 カストディ業務部） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 

（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

652 0.8 

久保 丈治 兵庫県神戸市中央区 620 0.8 

有限会社大阪進学スクール 大阪府大阪市都島区高倉町２丁目１‐４ 605 0.8 

吉村 勇 大阪府八尾市 600 0.8 

三宝建設株式会社 京都府京都市東山区祇園町北側313‐９ 551 0.7 

川崎 高志 東京都世田谷区 498 0.6 

計 ― 10,397 13.0 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」には証券保管振替機構名義の株式が 74株（議決権の数 74個）含まれております。

②【自己株式等】 

   

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」におけるものであります。

  

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当該半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式      79,833 79,833 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 79,833 ― ― 

総株主の議決権 ― 79,833 ― 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 55,700 41,900 38,600 33,600 30,600 31,000 

最低（円） 27,800 30,500 29,500 27,800 23,400 19,040 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日

まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の中間財務諸表に

ついては監査法人トーマツにより、当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間連結

財務諸表並びに当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間財務諸表については隆盛監査

法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    957,850 1,009,423   996,725 

２ 受取手形及び売
掛金 

   572,607 479,315   523,837 

３ 有価証券    9,362 211,401   9,284 

４ たな卸資産    24,281 14,352   12,543 

５ その他    86,892 48,770   69,706 

貸倒引当金    △61,814 △52,430   △54,022 

流動資産合計    1,589,179 49.6 1,710,833 55.0   1,558,076 53.4

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※        

(1）建物及び構築
物 

  23,401   9,821 10,828   

(2）工具、器具及
び備品 

  147,347 170,748 80,310 90,131 78,503 89,332 

２ 無形固定資産          

(1）営業権   522,319   － 480,714   

(2）特許権   9,620   14,995 11,158   

(3）ソフトウェア   232,942   127,491 173,086   

(4）連結調整勘定   221,184   － 204,698   

(5）のれん   －   673,569 －   

(6）その他   67,022 1,053,089 30,348 846,404 43,258 912,916 

３ 投資その他の資
産 

         

(1）投資有価証券   15,530   118,268 13,250   

(2）長期性預金   300,000   300,000 300,000   

(3）その他   76,316 391,847 42,854 461,123 45,288 358,539 

固定資産合計    1,615,686 50.4 1,397,659 45.0   1,360,788 46.6

資産合計    3,204,866 100.0 3,108,493 100.0   2,918,865 100.0 

             

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    51,291 37,974   40,221 

２ 未払金    241,148 162,823   251,944 

３ 未払法人税等    6,103 14,644   13,726 

４ 返品調整引当金    13,679 12,776   12,101 

５ 前受収益    262,128 365,506   310,700 

６ その他    37,065 20,215   35,030 

流動負債合計    611,417 19.1 613,941 19.8   663,725 22.7

Ⅱ 固定負債          

１ 繰延税金負債    846 45,584   － 

固定負債合計    846 0.0 45,584 1.4   － －

負債合計    612,263 19.1 659,525 21.2   663,725 22.7

（資本の部）          

Ⅰ 資本金    3,856,151 120.4 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金    3,414,351 106.5 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金    △4,504,371 △140.5 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

   1,233 0.0 － －   － －

Ⅴ 為替換算調整勘定    △174,762 △5.5 － －   － －

資本合計    2,592,602 80.9 － －   － －

負債及び資本合計    3,204,866 100.0 － －   － － 

             

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    －  3,856,151   3,856,151 

２ 資本剰余金    －  3,414,351   3,414,351 

３ 利益剰余金    －  △4,717,670   △4,809,655 

株主資本合計    － － 2,552,832 82.1   2,460,847 84.3

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券
評価差額金 

   －  64,312   △200 

２ 為替換算調整勘
定 

   －  △168,347   △205,507 

評価・換算差額等
合計 

   － － △104,035 △3.3   △205,707 △7.0

Ⅲ 新株予約権    － － 171 0.0   － －

純資産合計    － － 2,448,968 78.8   2,255,139 77.3

負債純資産合計    － － 3,108,493 100.0   2,918,865 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,488,033 100.0 1,247,642 100.0   2,856,422 100.0 

Ⅱ 売上原価     206,125 13.9 147,529 11.8   391,597 13.7

売上総利益     1,281,908 86.1 1,100,112 88.2   2,464,824 86.3

  返品調整引当金繰入額     28,389 1.9 10,946 0.9   12,078 0.4

差引売上総利益     1,253,518 84.2 1,089,166 87.3   2,452,745 85.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,672,538 112.4 1,205,022 96.6   3,163,743 110.8

営業損失     419,019 △28.2 115,856 △9.3   710,997 △24.9

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   1,486  2,982 4,515   

２ 為替差益   21,405  7,843 19,525   

３ 受取家賃   9,600  － 11,200   

４ 技術売却益   －  － 115,020   

５ その他   300 32,792 2.2 2,748 13,574 1.1 485 150,747 5.3

Ⅴ 営業外費用          

１ 新株発行費   1,335  － 1,335   

２ たな卸資産評価損   － 1,335 0.0 － － － 8,588 9,924 0.4

経常損失     387,562 △26.0 102,281 △8.2   570,174 △20.0

Ⅵ 特別利益          

１ 投資有価証券売却益   － － － 201,171 201,171 16.1 － － －

Ⅶ 特別損失          

１ 前期損益修正損   11,767  － 49,691   

２ 固定資産除売却損 ※２  －  1,305 18,668   

３ 従業員特別退職金   － 11,767 0.8 － 1,305 0.1 54,329 122,690 4.3

税金等調整前中間
（当期）純利益また
は純損失（△） 

    △399,330 △26.8 97,585 7.8   △692,865 △24.3

法人税、住民税及び
事業税 

  3,338  5,600 15,087   

源泉所得税還付額   1,736 1,602 0.1 － 5,600 0.4 1,736 13,351 0.4

中間(当期)純利益ま
たは純損失(△) 

    △400,932 △26.9 91,984 7.4   △706,216 △24.7

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,398,016 

Ⅱ 資本剰余金増加高 

１ 増資による新株の発行 16,335 16,335 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高 3,414,351 

  

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △4,103,438 

Ⅱ 利益剰余金減少高 

１ 中間純損失 400,932 400,932 

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高 △4,504,371 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

  

前連結会計年度の要約株主資本等変動計算書（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年６月30日 残高（千円） 3,856,151 3,414,351 △4,809,655 2,460,847 

中間連結会計期間中の変動額     

中間純利益   91,984 91,984 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － 91,984 91,984 

平成18年12月31日 残高（千円） 3,856,151 3,414,351 △4,717,670 2,552,832 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

平成18年６月30日 残高（千円） △200 △205,507 △205,707 － 2,255,139 

中間連結会計期間中の変動額     

中間純利益   91,984 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

64,512 37,159 101,671 171 101,843 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

64,512 37,159 101,671 171 193,828 

平成18年12月31日 残高（千円） 64,312 △168,347 △104,035 171 2,448,968 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年６月30日 残高（千円） 3,839,816 3,398,016 △4,103,438 3,134,393 

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 16,335 16,335 32,670 

当期純利益   △706,216 △706,216 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

16,335 16,335 △706,216 △673,546 

平成18年６月30日 残高（千円） 3,856,151 3,414,351 △4,809,655 2,460,847 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
為替換算調整勘定 

評価・換算差額等
合計 

平成17年６月30日 残高（千円） 1,684 △272,537 △270,853 2,863,540 

連結会計年度中の変動額     

新株の発行   32,670 

当期純利益   △706,216 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△1,884 67,030 65,146 65,146 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△1,884 67,030 65,146 △608,400 

平成18年６月30日 残高（千円） △200 △205,507 △205,707 2,255,139 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益また
は純損失（△） 

  △399,330 97,585 △692,865

減価償却費   110,869 91,319 219,539

営業権償却   21,393 － 43,026

連結調整勘定償却額   16,485 － 32,971

のれん償却額   － 38,338 －

固定資産除却損   － 1,161 17,181

前期損益修正損   － － 49,691

投資有価証券売却益   － △201,171 －

貸倒引当金の増減額
（△は減少額） 

  2,018 △3,160 △5,772

返品調整引当金の増
減額（△は減少額） 

  △1,616 262 △2,874

受取利息   △1,486 △2,982 △4,515

売上債権の増減額
（△は増加額） 

  △56,662 56,706 △16,390

未収入金の増減額
（△は増加額） 

  267,071 28 291,096

仕入債務の増減額
（△は減少額） 

  5,069 △3,337 △4,867

未払金の増減額 
（△は減少額） 

  △21,881 △95,554 △4,344

その他   86,278 47,865 148,754

小計   28,209 27,062 70,633

利息の受取額   1,058 2,806 3,736

法人税等の支払額   △2,307 △3,186 △6,790

源泉所得税の還付   1,736 － 1,736

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  28,696 26,681 69,315

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △33,666 △27,140 △43,031

無形固定資産の取得
による支出 

  △6,472 △3,555 △12,694

長期前払費用の増加
による支出 

  △742 △182 △1,164

保証金の増加による
支出 

  △385 － △14,329

保証金の返還による
収入 

  － 285 42,910

投資有価証券の売却
による収入 

  － 206,250 －

その他   1,950 52 △12,189

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △39,315 175,708 △40,498

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

株式の発行による収
入 

  31,334 － 31,334

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  31,334 － 31,334

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  10,361 12,388 9,706

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  31,076 214,779 69,857

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  935,547 1,005,404 935,547

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 966,624 1,220,184 1,005,404

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当社グループは、平成15年６月期以降３期連

続して重要な営業損失及び重要な経常損失を

計上し、営業キャッシュ・フローも同期間マ

イナスとなっております。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ております。 

当社グループは、当該状況を改善し、早急に

営業損益を黒字とするために、以下の施策を

講じることとしています。 

①既存顧客ベースの深掘り： 

フォント管理ソフトや地理情報システム分

野など、既に確固たる市場シェアを占めて

いる製品に関しては、その分野における顧

客に対する新たな機能の提供を行うこと

で、売上高の増大を図ります。 

②既存案件のパターン化： 

既存の直販での事例をパターン化・ソリュ

ーション化し、代理店を経由して水平展開

していく予定です。 

③代理店の活性化： 

成約事例を既存代理店が相互に紹介しあう

機会を設け、代理店の提案力・営業力を高

める努力を行います。また、ソリューショ

ンの内容および規模に応じた代理店を新た

に設定し、売上の増加を図ります。 

④アジア展開： 

韓国支店の立上げを足がかりに、今後も時

期を見ながら中国その他の地域への拠点作

りを鋭意検討します。 

⑤製品ラインの見直し、新製品の開発： 

市場のニーズを的確に把握し、新たな事業

分野への進出、より付加価値が見込める製

品の開発などを実施していきます。 

⑥事業買収・業務提携の可能性の検討： 

全世界の市場及びプレイヤーの動向を見な

がら、当社グループとしてシナジーが見込

まれる先に対しては、積極的に事業買収・

業務提携・資本提携の可能性を追求すると

ともに、これらの諸施策実現のために、今

後一層の財務基盤の充実にも努めてまいり

ます。 

⑦販管費の削減： 

日本、アジア及び欧米において、売上に見

合ったレベルへ販管費の削減を目指しま

す。 

中間連結財務諸表は継続企業を前提に作成さ

れており、上記のような重要な疑義の影響を

中間連結財務諸表に反映しておりません。 

当社グループは、平成15年６月期以降連続し

て重要な営業損失及び重要な経常損失を継続

的に計上しております。また、平成15年6月

期から平成17年６月期まで３期連続して営業

キャッシュ・フローがマイナスの状況にあり

ました。当該状況により、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。 

当社グループは、当該状況を改善し、早急に

営業損益を黒字化するために、以下の施策を

講じ、実行してまいります。そのため、中間

連結財務諸表は継続企業を前提に作成されて

おり、上記のような重要な疑義の影響を中間

連結財務諸表に反映しておりません。 

(1) 経営計画の推進について 

① 諸経費の削減の推進 

 当期からすでに組織・商品ラインの見直し

に伴うコスト削減を実施しており、当連結会

計年度は前連結会計年度に比べ販売費及び一

般管理費を724百万円（23％）削減すること

を見込んでおります。上半期においては当初

の経営計画を上回ってコスト削減が達成でき

ておりますが、今後も継続的にコストの見直

し・削減を行ってまいります。  

② 事業の選択と集中の推進 

 当期から経営計画に従い経営資源を集中す

べき成長事業分野と、縮小・撤退すべき事業

分野を選択し、経営資源を各事業分野に配分

してまいりました。上半期において経営計画

は概ね達成しております。各事業分野の具体

的な改善状況は以下の通りです。 

 フォント管理分野に関しては、当初予想に

比し売上のペースは鈍っているものの、相応

の経費削減を実施し、部門採算は黒字を維持

しております。今後も、さらにクライアント

／サーバー製品の強化等、本ソフトウェアの

機能強化を通じて一層の売上拡大を図るとと

もに、当社の優位的な地位の確保と収益向上

を図ります。 

 デジタル資産管理（DAM)分野に関しては、

ほぼ予想どおりの売上高を確保するペースで

推移しております。今後も、さらに企業向け

ソリューション提案型販売の拡大を行い、収

益構造を確立いたします。 

 地理情報システム（GIS)分野に関しては、

予想を上回る売上を達成してきております。

今後も、業界標準である画像フォーマット

MrSIDを最大限活用し、一層のシェア拡大と

売上向上を図ります。 

 

 デジタル文書圧縮配信（DjVu)およびその

他の分野に関しては、ほぼ予想どおりの売上

高で進捗しております。当期から日本・韓国

でソリューションを展開すべく事業モデルを

を変更いたしましたが、今後も、この事業モ

デルをより強固に確立し収益の拡大を図りま

す。  

当社グループは、平成15年６月期以降４期連

続して重要な営業損失及び重要な経常損失を

継続的に計上しております。また、平成15年

6月期から平成17年６月期まで３期連続して

営業キャッシュ・フローがマイナスの状況に

ありました。当該状況により、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社グループは、当該状況を改善し、早急に

営業損益を黒字化するために、以下の施策を

講じ、実行してまいります。そのため、連結

財務諸表は継続企業を前提に作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財

務諸表に反映しておりません。 

(1) 経営計画の目的と施策 

① 諸経費の削減 

 すでに日本及び欧米において組織・商品ラ

インの見直しに伴う思い切ったコスト削減を

実施しており、翌連結会計年度は当連結会計

年度に比べ販売費及び一般管理費を724百万

円（23％）削減することを見込んでおりま

す。さらに今後も引き続き徹底的なコストの

見直し・削減を行い、「聖域なき改革」を短

期間で実現し、市場環境の変化への対応力の

強化を図ります。  

② 事業の選択と集中 

 成長分野と捉えて経営資源を集中する事業

分野と、縮小あるいは撤退する事業分野の選

択を行い、適時かつ必要に応じた資源投入を

各事業分野に配分することにより、収益の最

大化を図ります。具体的には、以下の方策を

講じます。 

 フォント管理分野に関しては、クライアン

ト／サーバー製品の強化等、本ソフトウェア

の機能強化を通じて一層の売上拡大を図ると

ともに、川上・川下の関連企業との事業提携

を模索して、当社の優位的な地位の確保と収

益向上を図ります。これにより翌連結会計年

度は1,350百万円の売上を見込んでおりま

す。 

 デジタル資産管理（DAM)分野に関しては、

顧客層の企業向けへの拡大を図るとともに、

商品の販売方法についても、単なるソフトウ

ェアのライセンス販売から、ソリューション

としての提案型販売への注力を行います。こ

れにより翌連結会計年度は550百万円の売上

を見込んでおります。  

 地理情報システム（GIS)分野に関しては、

米国では業界標準となっている当社グループ

の画像フォーマットMrSIDを最大限活用し、

他社の応用ソフトや技術との協業を図り、一

層のシェア拡大と売上向上を図ります。これ

により翌連結会計年度は450百万円の売上を

見込んでおります。 

 

   

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  また今後、上記事業分野ごとの戦略実行に

際して、当社グループとしてシナジーが期待

できる企業に対しては、業務提携・資本提

携・事業買収の可能性を積極的に追求してい

きます。 

<当社グループ経営計画の進捗状況(上半期)>  

平成18年７月～平成18年12月(単位:百万円) 

 (2) 資金繰りについて  

 当中間連結会計期間末における現金及び現金

同等物残高は前連結会計年度末より214百万円増

加し1,220百万円となりました。営業活動に必要

な資金は確保されております。  

  売上高 経常利益 当期純利益

計画 1,200 △170 △170

実績 1,247 △102 91

 デジタル文書圧縮配信（DjVu)分野に関して

は、従来成長戦略の中核としておりました

が、いまだに全世界的な規模では立ち上がっ

てきておらず、当面はこれまでとってきた広

範な商品化・拡販のアプローチを一旦縮小

し、韓国において成功してきたソリューショ

ン中心の事業モデルに特化して事業の足場を

固めることとします。これにより翌連結会計

年度は250百万円の売上を見込んでおります。 

 また、上記事業分野ごとの戦略実行に際し

て、当社グループとしてシナジーが期待でき

る企業に対しては、業務提携・資本提携・事

業買収の可能性を積極的に追求していきま

す。  

 ③ 組織の再編 

 日本において、本社部門と事業部門を分離

し、本社部門はグローバルな経営に注力し、

事業部門は独立採算部門として収益拡大に集

中いたします。この事業部門に対しては厳格

な損益管理を実施し、例えば新規の事業展開

を行う場合であっても、投下する資金と事業

部門の体力及び期待されるリターンとのバラ

ンスを十分考慮するなど、一定限度のリスク

を超えないようにすることで、計画外の資金

流出を抑制し資金管理を徹底させます。 

 <当社グループ経営計画の概要>  

平成18年７月～平成19年６月(単位:百万円) 

  売上高 経常利益 当期純利益

 上期 1,200 △170 △170

 下期 1,400 △20 △20

 通期 2,600 △190 △190

    翌連結会計年度の経営計画においては、残

念ながら継続して営業損失が発生すると予想

されますが、上記経営計画の実現に向けて、

当社グループ一丸となり、極力早期に黒字へ

の転換が図れるよう努力してまいります。 

(2) 資金繰りについて  

 当社グループは、平成15年6月期から平成17

年6月期まで３期連続して営業キャッシュ・フ

ローはマイナスでありましたが、当連結会計

年度はプラグイン製品群の売却収入があり、

営業キャッシュ・フローはプラスとなってお

ります。  

 また、当連結会計年度におきましては、新

株発行により32百万円の資金調達を行った結

果、平成18年６月期末における現金及び現金

同等物の残高は1,005百万円となっておりま

す。翌連結会計年度におけるキャッシュ・フ

ローを以下のとおり予測しており、営業活動

に必要な資金は確保されております。  

   <キャッシュ・フローの予測>  

平成18年７月～平成19年６月(単位:百万円) 

  

営業活動

によるキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー 

投資活動

によるキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー 

財務活動

によるキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー 

現金及び

現金同等

物期末残

高 

 通期 74 △56 － 1,023



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数      2社 連結子会社の数      2社  連結子会社の数      2社 

 連結子会社名 

Celartem Inc. 

LizardTech Europe BV 

連結子会社名 

Celartem Inc. 

Celartem Europe Ltd. 

 連結子会社名 

Celartem Inc. 

Celartem Europe Ltd. 

平成18年６月に英国子会社

LizardTech Europe BV を

Celartem Europe Ltd.に社名変

更しております。  

２ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しております。 

同左 同左 

３ 会計処理基準に関する事項       

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

①有価証券 

その他有価証券 

①有価証券 

その他有価証券 

 （時価のあるもの） 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

（時価のあるもの） 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

（時価のあるもの） 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

 （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

（時価のないもの） 

同左 

（時価のないもの） 

同左 

 ②たな卸資産 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

同左 

②たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

①有形固定資産 

当社は定率法を採用しておりま

す。在外子会社は主として定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

①有形固定資産 

同左 

①有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 

…５～18年 

  

  

  

  

 工具、器具及び備品 

…４～15年 

  

  

  

  

 ②無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェア 

販売見込期間（３年）におけ

る見込販売数量に基づく償却

額と販売可能な残存期間に基

づく均等配分額を比較し、い

ずれか大きい金額を計上して

おります。 

②無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

②無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によ

っております。 

自社利用のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

同左 

 その他の無形固定資産 

定額法を採用しております。 

その他の無形固定資産 

同左 

その他の無形固定資産 

同左 

 （米国子会社の営業権） 

平成16年６月期連結会計年度

以降、米国子会社において発

生した営業権については、米

国会計基準（米国基準書第

142号「営業権及びその他の

無形固定資産」）に準拠し、

償却しておりません。 

（米国子会社の営業権） 

同左 

（米国子会社の営業権） 

同左 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

  

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

 ②返品調整引当金 

売上返品による損失に備えるた

め、返品予測高に対する売上総

利益相当額を計上しておりま

す。 

②返品調整引当金 

同左 

②返品調整引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子

会社の資産及び負債は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算

差額は資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しておりま

す。 

外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子

会社の資産及び負債は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しており

ます。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社

の資産及び負債は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。 

(5）重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための基本となる重要な

事項 

①繰延資産の処理方法 

新株発行費は支出時に全額費用

として処理しております。 

②消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式を採用しております。 

 ──── 

  

  

②消費税等の会計処理 

同左 

①繰延資産の処理方法 

新株発行費は支出時に全額費用

として処理しております。 

②消費税等の会計処理 

同左 

４ 中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金、取得日より３ヶ月

以内に満期日が到来する定期性預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資であります。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金、取得日より３ヶ月以

内に満期日が到来する定期性預金

及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資であります。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

（企業結合に係る会計基準等） 

当中間連結会計期間より、「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月

31日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会平成17年12月27日 企

業会計基準第７号）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準適用指針第10号）を適用してお

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正による中間連

結財務諸表の表示に関する変更は以下の通り

であります。 

 (中間連結貸借対照表) 

「営業権」及び「連結調整勘定」は、当中間

連結会計期間末から「のれん」と表示してお

ります。 

 (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

「連結調整勘定償却額」及び「営業権償却」

は、当中間連結会計期間から、「のれん償却

額」と表示しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準等） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係

る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準4号 平成17年11月

29日)を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日)を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

2,255,139千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連

結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、改正後の連結財務諸表規則

により作成しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間まで流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「前受収益」は総資産額の５／

100を超えることとなったため区分掲記することに変更

しました。 

なお、前中間連結会計期間における「前受収益」の金

額は167,082千円であります。 

――――― 

  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年６月30日） 

※ 有形固定資産減価償却累計額 

515,724千円 

※ 有形固定資産減価償却累計額 

533,648千円 

※ 有形固定資産減価償却累計額 

501,451千円 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当 584,913千円

研究開発費 273,030千円

給与手当 373,072千円

研究開発費 267,749千円

役員報酬 58,054千円

給与手当 1,053,851千円

旅費交通費 126,812千円

支払報酬 145,883千円

貸倒引当金繰入額 3,437千円

※２     ――――― ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産除売却損の内訳は次のとおり

であります。 

  建物及び構築物 1,305千円

   

   

   

建物及び構築物 14,482千円

工具、器具及び備品 1,977千円

ソフトウェア    2,207千円

 計 18,668千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．新株予約権に関する事項 

  

  

前連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）発行済株式（普通株式）の増加300株は第三者割当増資によるものであります。 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式         

普通株式 79,833 － － 79,833 

合計 79,833 － － 79,833 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

 提出会社 

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 171 

合計 － － － － － 171 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 79,533 300 － 79,833 

合計 79,533 300 － 79,833 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） （平成18年６月30日現在）

現金及び預金勘定 957,850千円

容易に換金可能であり僅

少なリスクしか負わない

短期投資（有価証券） 

9,362千円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△588千円

現金及び現金同等物 966,624千円

現金及び預金勘定 1,009,423千円

容易に換金可能であり僅

少なリスクしか負わない

短期投資（有価証券） 

211,401千円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△641千円

現金及び現金同等物 1,220,184千円

現金及び預金勘定 996,725千円

容易に換金可能であり僅

少なリスクしか負わない

短期投資（有価証券） 

9,284千円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△605千円

現金及び現金同等物 1,005,404千円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

有形固定資産 

（工具、器具 

及び備品） 

取得価額相当額 4,086千円

減価償却 

累計額相当額 
1,293千円

中間期末残高 

相当額 
2,792千円

  

有形固定資産 

（工具、器具 

及び備品） 

取得価額相当額 2,980千円

減価償却 

累計額相当額 
248千円

中間期末残高 

相当額 
2,731千円

  

有形固定資産 

（工具、器具 

及び備品） 

取得価額相当額 4,086千円

減価償却 

累計額相当額 
1,702千円

期末残高相当額 2,383千円

注）取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

注）取得価額相当額は、従来、重要性

の基準により支払利子込み法で表示

しておりましたが、重要性が増した

ため、当中間連結会計期間より原則

的方法による表示に変更しておりま

す。なお、支払利子込み法によった

場合は下記のとおりであります。 

注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

 

  

有形固定資産 

（工具、器具 

及び備品） 

取得価額相当額 3,366千円

減価償却 

累計額相当額 
280千円

中間期末残高 

相当額 
3,085千円

 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 817千円

１年超 1,974 〃 

合計 2,792千円

１年以内 550千円

１年超 2,208 〃 

合計 2,758千円

１年以内 817千円

１年超 1,566 〃 

合計 2,383千円

注）未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

注）未経過リース料中間期末残高相当

額は、従来、重要性の基準により支

払利子込み法で表示しておりました

が、重要性が増したため、当中間連

結会計期間より原則的方法による表

示に変更しております。なお、支払

利子込み法によった場合は下記のと

おりであります。 

注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 １年以内 673千円

１年超 2,412 〃 

合計 3,085千円

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 408千円

減価償却費相当額 408 〃 

支払リース料 280千円

減価償却費相当額 248 〃 

支払利息相当額 59 〃 

支払リース料 817千円

減価償却費相当額 817 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 82,183千円

１年超 236,804 〃 

合計 318,987千円

１年以内 100,508千円

１年超 223,674 〃 

合計 324,183千円

１年以内 98,681千円

１年超 275,196 〃 

合計 373,878千円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年12月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年６月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 3,300 5,380 2,080 

合計 3,300 5,380 2,080 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 10,150 

マネー・マネジメント・ファンド 9,362 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 4,300 114,196 109,896 

合計 4,300 114,196 109,896 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 4,072 

マネー・マネジメント・ファンド 9,775 

キャッシュ・リザーブ・ファンド  201,626 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 3,300 3,100 200 

合計 3,300 3,100 200 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 10,150 

マネー・マネジメント・ファンド 9,284 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年７月１日

至平成18年12月31日）及び前連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

    販売費及び一般管理費   171千円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

前連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

  第３回ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員等   ３名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式      150株 

付与日 平成18年７月１日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。  

権利行使期間 平成18年９月30日～平成22年９月29日 

権利行使価格（円） 62,148 

付与日における公正な評価単価（円）  5,132 

  
第１回 

ストック・オプション 
第２回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役   ３名 

当社監査役   ３名 

当社従業員   58名 

当社取締役   ５名 

当社監査役   ３名 

当社従業員   57名 

株式の種類別のストック・オプショ

ンの付与数（注） 
普通株式   1,000株 普通株式   3,535株 

付与日 平成14年11月11日 平成18年1月26日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。  

権利行使期間 平成16年10月１日～平成21年９月30日 平成18年９月30日～平成22年９月29日 

権利行使価格  838,807 164,142  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年７月１

日 至平成18年12月31日）及び前連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 当社グループはソフトウェア関連事業並びにこれらに付帯する業務の単一事業であります。したがって、開

示対象となるセグメントがありませんので、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米………米国 

欧州………イギリス 

アジア……韓国 

３ 消去又は全社に含めた配賦不能営業費用はありません。 

当中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米………米国 

欧州………イギリス 

アジア……韓国 

３ 消去又は全社に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  
日本 
（千円） 

北米 
（千円） 

欧州 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
144,775 1,299,187 － 44,070 1,488,033 － 1,488,033 

(2）セグメント間の内部

売上高 
－ 31,451 35,738 － 67,189 (67,189) － 

計 144,775 1,330,639 35,738 44,070 1,555,223 (67,189) 1,488,033 

営業費用 341,425 1,556,760 33,934 55,776 1,987,896 (80,843) 1,907,052 

営業利益又は 

営業損失（△） 
△196,649 △226,121 1,804 △11,706 △432,673 13,654 △419,019 

  
日本 
（千円） 

北米 
（千円） 

欧州 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
85,374 1,142,508 － 19,759 1,247,642 － 1,247,642 

(2）セグメント間の内部

売上高 
－ 19,198 － － 19,198 (19,198) － 

計 85,374 1,161,707 － 19,759 1,266,840 (19,198) 1,247,642 

営業費用 225,172 1,052,752 98,844 52,411 1,429,180 (65,682) 1,363,498 

営業利益又は 

営業損失（△） 
△139,797 108,954 △98,844 △32,652 △162,340 46,483 △115,856 



前連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米………米国 

欧州………イギリス 

アジア……韓国 

３ 消去又は全社に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  
日本 
（千円） 

北米 
（千円） 

欧州 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
235,886 2,536,761 － 83,774 2,856,422 － 2,856,422 

(2）セグメント間の内部

売上高 
－ 58,253 73,050 － 131,304 (131,304) － 

計 235,886 2,595,015 73,050 83,774 2,987,726 (131,304) 2,856,422 

営業費用 651,475 2,902,662 69,453 103,978 3,727,568 (160,149) 3,567,419 

営業利益又は 

営業損失（△） 
△415,589 △307,647 3,597 △20,203 △739,842 28,845 △710,997 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米………米国、カナダ 

欧州………フランス、イギリス他 

その他……韓国、中国、台湾他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米………米国、カナダ 

欧州………フランス、イギリス他 

その他……韓国、中国、台湾他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米………米国、カナダ 

欧州………フランス、イギリス、ドイツ他 

その他……韓国、中国、台湾他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 801,764 364,405 175,315 1,341,484 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 1,488,033 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
53.9 24.5 11.8 90.2 

  北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 821,739 277,425 64,405 1,163,570 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 1,247,642 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
65.9 22.2 5.2 93.3 

  北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,583,530 737,985 317,196 2,638,712 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 2,856,422 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
55.4 25.8 11.1 92.3 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（損失）金額算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額 32,475.32円

１株当たり中間純損失 5,030.65円

１株当たり純資産額 30,673.99円

１株当たり中間純利益 1,152.22円

１株当たり純資産額 28,248.21円

１株当たり当期純損失 8,853.71円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益につきましては、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益につきましては、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益につきましては、１株当

たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益（損

失）金額 
      

中間（当期）純利益（△は損失） 

（千円） 
△400,932 91,984 △706,216 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（△は損失）（千円） 
△400,932 91,984 △706,216 

普通株式の期中平均株式数（株） 79,698 79,833 79,765 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

 ――― 

 旧商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づき発行したストックオ

プション制度の新株予約

権(株式の数1,785株)が

あります。 

 ――― 



（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 平成17年９月29日開催の当社第10回定時株

主総会及び平成18年１月26日開催の取締役会

決議に基づき、平成18年１月26日付で当社及

び当社子会社の取締役、監査役、従業員に対

して、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21

の規定に基づき新株予約権（ストックオプシ

ョン）を付与いたしました。 

――――― ――――― 

(1）新株予約権の発行日 

平成18年１月26日 

  

  

  

  

(2）新株予約権の発行数 

3,535個 

（新株予約権１個につき普通株式１株） 

  

  

  

  

  

  

(3）新株予約権の発行価額 

無償 

  

  

  

  

(4）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

当社普通株式3,535株 

  

  

  

  

(5）新株予約権の行使時に払込をすべき金額 

１株につき164,142円 

  

  

  

  

(6）新株予約権の行使により発行する株式の

発行価額の総額 

580,241,970円 

  

  

  

  

(7）新株予約権の行使により新株を発行する

場合の当該株式の発行価額のうち資本に組

入れない額 

１株当たり82,071円 

  

  

  

  

(8）新株予約権の行使期間 

平成18年９月30日から平成22年９月29日

まで 

 ただし、新株予約権者は、割当てられた

予約権の総個数の３分の１以下については

平成18年９月30日以降上記権利行使期間満

了まで、３分の２以下については平成19年

９月30日以降上記権利行使期間満了まで、

全部については平成20年９月30日以降上記

権利行使期間満了までの間に権利行使がで

きるものとする。 

  

  

  

  

  

(9）新株予約権の割当対象者 

当社取締役５名、当社監査役３名、当社

及び当社子会社従業員57名。 

 ただし、取締役及び監査役は、当社の第

11期（平成17年７月１日から平成18年６月

30日まで）の連結税引後純利益が正である

場合に限り、権利行使ができるものとす

る。 

  

  

  

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   848,313   618,885 695,641   

２ 受取手形   386   － －   

３ 売掛金   155,209   107,442 133,125   

４ たな卸資産   9,934   564 583   

５ 有価証券   9,362   211,401 9,284   

６ その他 ※２ 150,914   196,077 179,400   

貸倒引当金   △16,960   △5,090 △6,543   

流動資産合計     1,157,161 20.5 1,129,281 19.9   1,011,494 18.5

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物   15,598   7,355 8,087   

(2) 工具、器具及
び備品 

  21,270   12,103 15,636   

有形固定資産合
計 

  36,868   19,458 23,723   

２ 無形固定資産           

(1) 特許権   813   797 694   

(2) ソフトウェア   6,797   5,447 6,403   

(3) その他   15,835   11,455 13,645   

無形固定資産合
計 

  23,446   17,700 20,743   

３ 投資その他の資
産 

          

(1) 投資有価証券   4,058,858   4,161,596 4,056,577   

(2) 長期前払費用   11,807   7,586 9,801   

(3) 長期性預金   300,000   300,000 300,000   

(4) その他   60,802   31,528 31,869   

投資その他の資
産合計 

  4,431,468   4,500,711 4,398,250   

固定資産合計     4,491,784 79.5 4,537,870 80.1   4,442,717 81.5

資産合計     5,648,945 100.0 5,667,152 100.0   5,454,211 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   24,412   11,223 15,348   

２ 未払金   20,319   10,673 13,802   

３ 未払法人税等   4,568   7,878 6,121   

４ その他   37,065   20,215 35,029   

流動負債合計     86,365 1.5 49,990 0.9   70,303 1.3

Ⅱ 固定負債           

１ 繰延税金負債   846   45,584 －   

固定負債合計     846 0.0 45,584 0.8   － －

負債合計     87,212 1.5 95,574 1.7   70,303 1.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,856,151 68.4 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   3,414,351   － －   

資本剰余金合計     3,414,351 60.4 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間（当期）未
処理損失 

  1,710,003   － －   

利益剰余金合計     △1,710,003 △30.3 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    1,233 0.0 － －   － －

資本合計     5,561,733 98.5 － －   － －

負債及び資本合計     5,648,945 100.0 － －   － － 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     － － 3,856,151 68.0   3,856,151 70.7

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金   －   3,414,351 3,414,351   

資本剰余金合計     － － 3,414,351 60.2   3,414,351 62.6

３ 利益剰余金           

(1）その他利益剰
余金 

          

繰越利益剰余
金 

  －   △1,763,408 △1,886,394   

利益剰余金合計     － － △1,763,408 △31.0   △1,886,394 △34.6

株主資本合計     － － 5,507,094 97.2   5,384,107 98.7

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券
評価差額金 

    － － 64,312 1.1   △200 0.0

評価・換算差額等
合計 

    － － 64,312 1.1   △200 0.0

Ⅲ 新株予約権     － － 171 0.0   － －

純資産合計     － － 5,571,578 98.3   5,383,907 98.7

負債純資産合計     － － 5,667,152 100.0   5,454,211 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   188,846 100.0 105,133 100.0   319,660 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※３ 121,594 64.4 71,877 68.4   227,238 71.1

売上総利益   67,251 35.6 33,256 31.6   92,422 28.9

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※３ 275,607 145.9 205,705 195.7   528,215 165.2

営業損失   208,356 △110.3 172,449 △164.0   435,792 △136.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 113,322 60.0 95,774 91.1   196,892 61.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 1,335 0.7 － －   9,924 3.1

経常損失   96,369 △51.0 76,675 △72.9   248,824 △77.8

Ⅵ 特別利益 ※４ － － 201,171 191.3   － －

Ⅶ 特別損失 ※５ － － 904 0.9   22,727 7.1

税引前中間（当
期）純利益また
は純損失（△） 

  △96,369 △51.0 123,591 117.6   △271,551 △84.9

法人税、住民税
及び事業税 

  705 0.4 605 0.6   1,915 0.6

源泉所得税還付
額 

  1,736 0.9 － －   1,736 0.5

中間（当期）純
利益または純損
失（△） 

  △95,339 △50.5 122,986 117.0   △271,731 △85.0

前期繰越損失   1,614,663     

中間（当期）未
処理損失 

  1,710,003     

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

前事業年度の要約株主資本等変動計算書（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成18年６月30日 残高（千円） 3,856,151 3,414,351 △1,886,394 5,384,107

中間会計期間中の変動額   

中間純利益 122,986 122,986

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

  

中間会計期間中の変動額合計（千円） － － 122,986 122,986

平成18年12月31日 残高（千円） 3,856,151 3,414,351 △1,763,408 5,507,094

  
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価差額金 

平成18年６月30日 残高（千円） △200 － 5,383,907

中間会計期間中の変動額 

中間純利益 122,986

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

64,512 171 64,683

中間会計期間中の変動額合計（千円） 64,512 171 187,670

平成18年12月31日 残高（千円） 64,312 171 5,571,578

  

株主資本 評価・換算差額 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
その他 
有価証券 
評価差額金  資本準備金 

その他利益剰余
金 

繰越利益剰余金

平成17年６月30日残高(千円) 3,839,816 3,398,016 △1,614,663 5,623,169 1,684 5,624,853

事業年度中の変動額       

新株の発行 16,335 16,335 32,670   32,670

当期純利益    △271,731 △271,731   △271,731

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

  △1,884 △1,884

事業年度中の変動額合計(千円) 16,335 16,335 △271,731 △239,061 △1,884 △240,945

平成18年６月30日残高(千円) 3,856,151 3,414,351 △1,886,394 5,384,107 △200 5,383,907



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当社は、平成15年６月期以降３期連続して重

要な営業損失及び重要な経常損失を計上し、

営業キャッシュ・フローも同期間マイナスと

なっております。当該状況により、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

当社は、当該状況を改善し、早急に営業損益

を黒字とするために、以下の施策を講じるこ

ととしています。 

①既存顧客ベースの深掘り： 

フォント管理ソフトや地理情報システム分

野など、既に確固たる市場シェアを占めて

いる製品に関しては、その分野における顧

客に対する新たな機能の提供を行うこと

で、売上高の増大を図ります。 

②既存案件のパターン化： 

既存の直販での事例をパターン化・ソリュ

ーション化し、代理店を経由して水平展開

していく予定です。 

③代理店の活性化： 

成約事例を既存代理店が相互に紹介しあう

機会を設け、代理店の提案力・営業力を高

める努力を行います。また、ソリューショ

ンの内容および規模に応じた代理店を新た

に設定し、売上の増加を図ります。 

④アジア展開： 

韓国支店の立上げを足がかりに、今後も時

期を見ながら中国その他の地域への拠点作

りを鋭意検討します。 

⑤製品ラインの見直し、新製品の開発： 

市場のニーズを的確に把握し、新たな事業

分野への進出、より付加価値が見込める製

品の開発などを実施していきます。 

⑥事業買収・業務提携の可能性の検討： 

全世界の市場及びプレイヤーの動向を見な

がら、当社グループとしてシナジーが見込

まれる先に対しては、積極的に事業買収・

業務提携・資本提携の可能性を追求すると

ともに、これらの諸施策実現のために、今

後一層の財務基盤の充実にも努めてまいり

ます。 

⑦販管費の削減： 

日本、アジア及び欧米において、売上に見

合ったレベルへ販管費の削減を目指しま

す。 

中間財務諸表は継続企業を前提に作成されて

おり、上記のような重要な疑義の影響を中間

財務諸表に反映しておりません。 

当社は平成15年６月期以降連続して重要な営

業損失及び重要な経常損失を継続的に計上し

ております。当該状況により継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。 

当社は、当該状況を改善し、早急に営業損益

を黒字化するために、以下の施策を講じ、実

行してまいります。そのため、中間財務諸表

は継続企業を前提に作成されており、上記の

ような重要な疑義の影響を中間財務諸表に反

映しておりません。 

(1) 経営計画の推進について 

① 諸経費の削減の推進 

 当期からすでに組織・商品ラインの見直し

に伴うコスト削減を実施しており、当事業年

度は前事業年度に比べ販売費及び一般管理費

を128百万円（24％）削減することを見込ん

でおります。当中間会計期間においては当初

の経営計画を上回ってコスト削減が達成でき

ておりますが、今後も継続的にコストの見直

し・削減を行ってまいります。  

② 事業の選択と集中の推進 

 当期から経営資源を集中すべき成長事業分

野と、縮小・撤退すべき事業分野を選択し、

経営資源を各事業分野に配分してまいりまし

た。各事業分野の改善状況はいずれも親会社

の売上においては概ね当初計画どおりに進捗

しております。 

 フォント管理分野に関しては、今後も、さ

らにクライアント／サーバー製品の強化等、

本ソフトウェアの機能強化を通じて売上拡大

を図ります。 

 デジタル資産管理(DAM)分野に関しては、

さらに企業向けソリューション提案型販売の

拡大を行い、収益構造を確立いたします。 

 地理情報システム(GIS)分野に関しては、

引続き好調な米国市場での展開をサポートし

てまいります。 

 デジタル文書圧縮配信(DjVu)分野およびそ

の他の分野に関しては、当期から日本・韓国

でソリューションを展開すべく事業モデルを

を変更いたしましたが、今後も、この事業モ

デルをより強固に確立し収益の拡大を図りま

す。 

 また、上記事業分野ごとの戦略実行に際し

て、当社グループとしてシナジーが期待でき

る企業に対しては、業務提携・資本提携・事

業買収の可能性を積極的に追求していきま

す。   

当社は、平成15年6月期以降４期連続して重

要な営業損失及び重要な経常損失を継続的に

計上しております。当該状況により、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。  

当社は、当該状況を改善し、早急に営業損益

を黒字化するために、以下の施策を講じ、実

行してまいります。そのため、財務諸表は継

続企業を前提に作成されており、上記のよう

な重要な疑義の影響を財務諸表に反映してお

りません。  

１．経営計画の目的と施策  

 当社は、事業部門と本社部門から構成され

ております。  

 事業部門は日本・韓国を拠点に営業活動を

行う独立採算部門として収益拡大に集中いた

します。この事業部門に対しては厳格な損益

管理を実施し、例えば新規の事業展開を行う

場合であっても、投下する資金と事業部門の

体力及び期待されるリターンとのバランスを

十分考慮するなど、一定限度のリスクを超え

ないようにすることで、計画外の資金流出を

抑制し資金管理を徹底させます。  

 本社部門は欧米の連結子会社のコントロー

ルを通じ、連結グループ全体の収益拡大を図

るため、以下の施策を講じます。  

① 諸経費の削減  

 すでに日本及び欧米において組織・商品ラ

インの見直しに伴う思い切ったコスト削減を

実施しており、連結では当連結会計年度に比

べ販売費及び一般管理費を 7 2 4百万円

（23％）削減し、単体でも当事業年度に比べ

販売費及び一般管理費を128百万円（24％）

削減することを来期は見込んでおります。さ

らに今後も引き続き徹底的なコストの見直

し・削減を行い、「聖域なき改革」を短期間

で実現し、市場環境の変化への対応力の強化

を図ります。  

② 事業の選択と集中  

 成長分野と捉えて経営資源を集中する事業

分野と、縮小あるいは撤退する事業分野の選

択を行い、適時かつ必要に応じた資源投入を

各事業分野に配分することにより、収益の最

大化を図ります。具体的には、以下の方策を

講じます。  

 フォント管理分野に関しては、クライアン

ト／サーバー製品の強化等、本ソフトウェア

の機能強化を通じて一層の売上拡大を図ると

ともに、川上・川下の関連企業との事業提携

を模索して、当社の優位的な地位の確保と収

益向上を図ります。これにより当分野に関し

ては、来期、親会社単体で25百万円、当社グ

ループ全体で1,350百万円の売上高を計画し

ております。   

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 <当社グループ経営計画の進捗状況 

              (上期連結)>  

平成18年７月～平成18年12月(単位:百万円) 

<当社経営計画の進捗状況(上期単体)>  

平成18年７月～平成18年12月(単位:百万円) 

(2) 資金繰りについて  

 当社は継続的に営業損失が発生しているた

め、親会社単体の営業キャッシュ・フローは

マイナスとなっております。 しかし、当中間

会計期間は投資有価証券売却収入があり、当

社グループ全体の中間連結会計期間末におけ

る現金及び現金同等物残高は前連結会計年度

末より214百万円増加し1,220百万円となりま

した。そのため営業活動に必要な資金は確保

されております。  

  売上高 経常利益 当期純利益

計画 1,200 △170 △170

実績 1,247 △102 91

  売上高 経常利益 当期純利益

計画 100 △130 △130

実績 105 △76 122

 デジタル資産管理(DAM)分野に関しては、顧

客層の企業向けへの拡大を図るとともに、商

品の販売方法についても、単なるソフトウェ

アのライセンス販売から、ソリューションと

しての提案型販売への注力を行います。これ

により来期、親会社単体で25百万円、当社グ

ループ全体で550百万円の売上高を計画してお

ります。  

 地理情報システム(GIS)分野に関しては、米

国では業界標準となっている当社グループの

画像フォーマットMrSIDを最大限活用し、他社

の応用ソフトや技術との協業を図り、一層の

シェア拡大と売上向上を図ります。これによ

り当分野に関しては、来期、親会社単体で10

百万円、当社グループ全体で450百万円の売上

高を計画しております。  

 デジタル文書圧縮配信(DjVu)分野に関して

は、従来成長戦略の中核としておりました

が、いまだに全世界的な規模では立ち上がっ

てきておらず、当面はこれまでとってきた広

範な商品化・拡販のアプローチを一旦縮小

し、韓国において成功してきたソリューショ

ン中心の事業モデルに特化して事業の足場を

固めることとします。これにより当分野に関

しては、来期、親会社単体で170百万円、当社

グループ全体で250百万円の売上高を計画して

おります。  

 上記事業分野ごとの戦略実行に際して、当

社グループとしてシナジーが期待できる企業

に対しては、業務提携・資本提携・事業買収

の可能性を積極的に追求していきます。ま

た、親会社単体においては上記集中分野以外

にも、その他ソリューション等による売上50

百万円を見込んでおります。  

 <当社グループ経営計画の概要(連結)>  

平成18年７月～平成19年６月(単位:百万円) 

 <当社グループ経営計画の概要(単体)>  

平成18年７月～平成19年６月(単位:百万円) 

 翌連結会計年度の経営計画においては、残念

ながら継続して営業損失が発生すると予想さ

れますが、上記経営計画の実現に向けて、当

社一丸となり、極力早期に黒字への転換が図

れるよう努力してまいります。  

  売上高 経常利益 当期純利益

 上期 1,200 △170 △170

 下期 1,400 △20 △20

 通期 2,600 △190 △190

  売上高 経常利益 当期純利益

 上期 100 △130 △130

 下期 180 △10 △20

 通期 280 △140 △150

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  ２．資金繰りについて  

 当社は継続的に営業損失が発生しているた

め、親会社単体の営業キャッシュ・フローは

マイナスとなっております。 しかし、当事業

年度におきましては、新株発行により32百万

円の資金調達を行っております。また、連結

子会社においてプラグイン製品群の売却収入

があるため、当社グループ全体では営業キャ

ッシュ・フローはプラスとなっております。  

 平成18年６月期における現金及び現金同等

物の残高は、当社グループ全体で1,005百万

円、親会社単体で704百万円が確保されており

ます。また、翌連結会計年度におけるキャッ

シュ・フローを以下のとおり予測しており営

業活動に必要な資金は確保されておりま

す。   

 <キャッシュ・フローの予測(連結)>  

平成18年７月～平成19年６月(単位:百万円) 

 <キャッシュ・フローの予測(単体)>  

平成18年７月～平成19年６月(単位:百万円) 

  

  

営業活動

によるキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー 

投資活動

によるキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー 

財務活動

によるキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー 

現金及び

現金同等

物期末残

高 

 通期 74 △56 － 1,023

  

営業活動

によるキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー 

投資活動

によるキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー 

財務活動

によるキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー 

現金及び

現金同等

物期末残

高 

 通期 120 △12 － 572



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1）子会社株式 

同左 

(1）子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

（時価のあるもの） 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

(2）その他有価証券 

（時価のあるもの） 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

(2）その他有価証券 

（時価のあるもの） 

決算日の市場価格等に基づく

時価法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

 （時価のないもの） 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

（時価のないもの） 

同左 

（時価のないもの） 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

移動平均法による原価法 同左 同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は建物５

～18年、工具、器具及び備品

は４～15年であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェア 

販売見込期間（３年）にお

ける見込販売数量に基づく

償却額と販売可能な残存期

間に基づく均等配分額を比

較し、いずれか大きい金額

を計上しております。 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

よっております。 

自社利用のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

同左 

 その他の無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

その他の無形固定資産 

同左 

その他の無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

新株発行費は支出時に全額費用

として処理しております。 

  

 ―――― 

新株発行費 

新株発行費は支出時に全額費用

として処理しております。 

５ 外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間期末

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 

  

同左 

  

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

８ その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

 ――――― （固定資産の減損に係る会計基準等） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会

計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

（役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準4号 平成17年11月29日)を

適用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日)を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

5,383,907千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業

年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   当中間会計期間末までに取得または保有している自己株式はありません。 

  

前事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   当事業年度末までに取得または保有している自己株式はありません。 

  

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

49,710千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

32,489千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

38,996千円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

※２            ――――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,486千円

受取家賃 9,600千円

経営指導料 80,571千円

受取利息 2,734千円

為替差益 7,991千円

経営指導料 82,051千円

受取利息 4,515千円

受取家賃 11,200千円

経営指導料 161,128千円

為替差益 19,525千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２  ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

新株発行費 1,335千円 ――――― 新株発行費 1,335千円

たな卸資産評価損 8,588千円

※３ 減価償却実施額 ※３ 減価償却実施額 ※３ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,498千円

無形固定資産 3,662千円

有形固定資産 3,650千円

無形固定資産 3,277千円

有形固定資産 11,343千円

無形固定資産 7,675千円

※４ ※４ 特別利益のうち主要なもの ※４ 

――――― 投資有価証券売却益 201,171千円

   

――――― 

※５ ※５ 特別損失のうち主要なもの ※５ 特別損失のうち主要なもの 

――――― 固定資産除却損 904千円

   

固定資産除却損 18,546千円

従業員特別退職金 4,181千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

有形固定資産 

（工具、器具 

及び備品） 

取得価額相当額 4,086千円

減価償却 

累計額相当額 
1,293千円

中間期末残高 

相当額 
2,792千円

  

有形固定資産 

（工具、器具 

及び備品） 

取得価額相当額 2,980千円

減価償却 

累計額相当額 
248千円

中間期末残高 

相当額 
2,731千円

  

有形固定資産 

（工具、器具 

及び備品） 

取得価額相当額 4,086千円

減価償却 

累計額相当額 
1,702千円

期末残高相当額 2,383千円

注）取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

注）取得価額相当額は、従来、重要性

の基準により支払利子込み法で表示

しておりましたが、重要性が増した

ため、当中間会計期間より原則的方

法による表示に変更しております。

なお、支払利子込み法によった場合

は下記のとおりであります。 

注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

 

  

有形固定資産 

（工具、器具 

及び備品） 

取得価額相当額 3,366千円

減価償却 

累計額相当額 
280千円

中間期末残高 

相当額 
3,085千円

 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 817千円

１年超 1,974 〃 

合計 2,792千円

１年以内 550千円

１年超 2,208 〃 

合計 2,758千円

１年以内 817千円

１年超 1,566 〃 

合計 2,383千円

注）未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

注）未経過リース料中間期末残高相当

額は、従来、重要性の基準により支

払利子込み法で表示しておりました

が、重要性が増したため、当中間会

計期間より原則的方法による表示に

変更しております。なお、支払利子

込み法によった場合は下記のとおり

であります。 

注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 １年以内 673千円

１年超 2,412 〃 

合計 3,085千円

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 408千円

減価償却費相当額 408 〃 

支払リース料 280千円

減価償却費相当額 248 〃 

支払利息相当額 59 〃 

支払リース料 817千円

減価償却費相当額 817 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

⑤  利息相当額の算定方法 

 リース料相当額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

   

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額 69,667.09円

１株当たり中間純損失 1,196.26円

１株当たり純資産額 69,788.26円

１株当たり中間純利益 1,540.55円

１株当たり純資産額 67,439.63円

１株当たり当期純損失 3,406.65円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益につきましては、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益につきましては、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益につきましては、１株当

たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益（損

失） 
      

中間（当期）純利益（△は損失） 

（千円） 
△95,339 122,986 △271,731 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（△は損失）（千円） 
△95,339 122,986 △271,731 

普通株式の期中平均株式数（株） 79,698 79,833 79,765 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

 ――― 

 旧商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づき発行したストックオ

プション制度の新株予約

権(株式の数1,785株)が

あります。 

 ――― 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 平成17年９月29日開催の当社第10回定時株

主総会及び平成18年１月26日開催の取締役会

決議に基づき、平成18年１月26日付で当社及

び当社子会社の取締役、監査役、従業員に対

して、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21

の規定に基づき新株予約権（ストックオプシ

ョン）を付与いたしました。 

――――― ――――― 

(1）新株予約権の発行日 

平成18年１月26日 

  

  

  

  

(2）新株予約権の発行数 

3,535個 

（新株予約権１個につき普通株式１株） 

  

  

  

  

  

  

(3）新株予約権の発行価額 

無償 

  

  

  

  

(4）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

当社普通株式3,535株 

  

  

  

  

(5）新株予約権の行使時に払込をすべき金額 

１株につき164,142円 

  

  

  

  

(6）新株予約権の行使により発行する株式の

発行価額の総額 

580,241,970円 

  

  

  

  

(7）新株予約権の行使により新株を発行する

場合の当該株式の発行価額のうち資本に組

入れない額 

１株当たり82,071円 

  

  

  

  

(8）新株予約権の行使期間 

平成18年９月30日から平成22年９月29日

まで 

 ただし、新株予約権者は、割当てられた

予約権の総個数の３分の１以下については

平成18年９月30日以降上記権利行使期間満

了まで、３分の２以下については平成19年

９月30日以降上記権利行使期間満了まで、

全部については平成20年９月30日以降上記

権利行使期間満了までの間に権利行使がで

きるものとする。 

  

  

  

  

  

(9）新株予約権の割当対象者 

当社取締役５名、当社監査役３名、当社

及び当社子会社従業員57名。 

 ただし、取締役及び監査役は、当社の第

11期（平成17年７月１日から平成18年６月

30日まで）の連結税引後純利益が正である

場合に限り、権利行使ができるものとす

る。 

  

  

  

  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から、半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1） 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第11期） 

自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日 

平成18年９月29日 

近畿財務局長に提出 

(2） 有価証券報告書の訂正報告書

  

事業年度 

（第11期） 

自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日 

平成18年12月15日 

関東財務局長に提出 

(3） 半期報告書の訂正報告書 

  

  

 （第11期中）  

自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日 

平成18年２月15日 

関東財務局長に提出 

(4） 有価証券報告書の訂正報告書

  

事業年度 

（第11期） 

自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日 

平成18年２月15日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年３月22日

株式会社セラーテムテクノロジー  

取締役会 御中  

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西 村  猛  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 辻 内  章  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社セラーテムテクノロジーの平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１７年７月１日から平成１７年１２月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社セラーテムテクノロジー及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成１７年７月１日から平成１７年１２月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

（追記情報） 

 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は平成15年6月期以降3期連続して重要な営業損失及び重要

な経常損失を継続的に計上し、営業キャッシュ・フローも同期間マイナスとなっている状況にあり、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は、継続

企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年３月30日

株式会社セラーテムテクノロジー  

取締役会 御中  

 隆盛監査法人   

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石 井 清 隆   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 笠 井 浩 一  印  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社セラーテムテクノロジーの平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１８年７月１日から平成１８年１２月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社セラーテムテクノロジー及び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成１８年７月１日から平成１８年１２月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

（追記情報） 

 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は重要な営業損失及び重要な経常損失を継続的に計上して

いる状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載さ

れている。中間連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸

表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年３月22日

株式会社セラーテムテクノロジー  

取締役会 御中  

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西 村  猛  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 辻 内  章  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社セラーテムテクノロジーの平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第１１期事業年度の中間会計期間

（平成１７年７月１日から平成１７年１２月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社セラーテムテクノロジーの平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年７月１日から平成１７年１２月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

（追記情報） 

 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は平成15年6月期以降3期連続して重要な営業損失及び重要

な経常損失を計上し、営業キャッシュフローも同期間マイナスとなっている状況にあり、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年３月30日

株式会社セラーテムテクノロジー  

取締役会 御中  

 隆盛監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石 井 清 隆  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 笠 井 浩 一   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社セラーテムテクノロジーの平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日までの第１２期事業年度の中間会計期間

（平成１８年７月１日から平成１８年１２月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社セラーテムテクノロジーの平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年７月１日から平成１８年１２月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

（追記情報） 

 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は重要な営業損失及び重要な経常損失を継続的に計上して

いる状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載さ

れている。中間財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反

映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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